
◆令和６年度山口県普及指導活動外部評価 

 

 課題名 ＪＡ直売所の加工品出荷者の確保・育成に向けた支援 

 

農林(水産)事務所名 岩国農林水産事務所  発表者氏名 杉富士子、陶山紀江   

 

＜活動事例の要旨＞ 

岩国農林水産事務所では、ＪＡや関係機関と連携を図りながら農産加工品出荷者の

裾野を広げる取組や伝統的な加工技術を学ぶ場づくり、新たな販売ツールとして贈答

用商品の仕組みづくりを行ってきた。そして、意欲ある農産加工品出荷者に対しては、

ＪＡとの意見交換の場を作り、運営体制や商品の改善等を支援して経営の発展を促進

した。これらの取組により、FAM’S キッチンいわくに（以下「ＪＡ直売所」という）

の令和５年度の加工品販売金額が約 9,400 万円になり、令和元年度と比較して約 1.3

倍に伸びた。また、贈答用商品は夏・冬限定から通年の取り扱いが定着し、加工品販

売のツールが増えた。そして、意欲ある農産加工品出荷者は、JＡ直売所や地域の販売

拠点を支える経営体として販売額が増加し、新規組合員の加入や法人化後の経営の発

展が図られた。 

 

１ 普及活動の課題・目標 

岩国地域は、一戸当たりの農業経営耕地面積が県平均の約３分の１と小規模な経 

営体が多く、農業従事者の平均年齢は県平均よりも高い。一方、特産品を活用した 

岩国寿司やわさび漬け等の食文化が根付いている地域である。 

こうした中、当事務所では、地域の農業振興と農村の活性化を目的に、平成 30年

３月に開設したＪＡ直売所を最大限に活用し、農産物と共に農産加工品も重要な品

目として推進してきた。 

開設時のＪＡ直売所の目標販売額は３億円だったが、令和元年に達成したため、

次なる目標として出荷者大会で宣言された５億円に向けて活動を行うこととなった。 

そこで、加工品販売額の向上に取り組むにあたり課題を検討した結果、新たな加

工品出荷者の育成や出荷量の拡大が必要となった。 

また、出荷量が多い農産加工グループの商品は、ＪＡ直売所の目玉商品の一つで

もあるが、グループ員の高齢化や地域住民の減少により販売金額が減少しており、

各グループに対して経営発展に向けた支援が必要だった。 

そこで、ＪＡ直売所の農産加工品出荷者の裾野を広げる取組や加工技術を学ぶ場

づくり、農産加工グループの経営維持や発展に係る課題解決に取り組むこととした。 

   

２ 普及活動の内容  

（１）ＪＡ直売所との会議を核とした加工品出荷者への支援 

ＪＡ直売所開設時は、イベントや販売促進を中心に話合っていたが、高齢会員が

多いため、いずれ会員数が減少してくることを懸念した。そこで、新たな出荷者の

育成や出荷量の拡大に向けた検討を「５億円を目指したパワーアップ会議」として

提案した。   



   特に、加工品出荷者の裾野を広

げる取組や伝統的な加工技術を

学ぶ場づくり、そして農産加工グ

ループの経営発展を共通課題と

して取り組むこととした。（図１） 

 

（２）新たな加工品出荷者の確保と販

売品目の拡大 

  ア 新規加工品出荷者の確保と加 

工技術の継承に向けた支援 

    加工品は、施設投資や食品衛 

生等の理解が必要な品目である。 

そのため食品営業許可や加工機材、事例紹介等を行う研修 

を企画したが、情報を求めている者に的確に情報を伝達す 

るための効果的な情報発信方法が課題となった。（図１） 

    そこで、ＪＡ直売所やＪＡ女性部、市担当者へ情報発  

信を依頼して参加を呼び掛けた所、６次化に関心のある 

生産者や加工販売を考えているＪＡ女性部員、地域おこ 

し協力隊員等が研修会に参加した（写真１） 

また、「※１いわくに農村女性起業ネットワーク」の活動 

の一環として、平成 30年度から４年間かけて伝統的な加工技術を学ぶ研修会を 

企画し、加工品出荷者にも参加を呼び掛けた。なお、令和２年度は、コロナ禍で 

人を集める企画ができなかった。そこで、漬物名人の仕事を記録してマニュアル 

を作成し、希望者に配布することとした。この取組を活用して漬物名人が教えて 

いる近隣のＵターン者等を招き、サポートを兼ねて継承する場を作った。 

 

 

 

 

イ 贈答用商品の提案と試行に向けた支援 

販売品目の拡大として、ＪＡ直売所もお土産の様な商品を販売したい意向が

あり、贈答用商品の販売に取り組むこととした。当初は、店内の商品を詰め合わ

せて発送することや販売コーナーを設置することを想定したが、ＪＡ直売所は

贈答用商品の対応業務が新たに発生することやコーナーの確保、ノウハウがな

いことを懸念した。 

そこで、取組のしやすさを考慮して加工品出荷者の商品の中から常温保存か

つ賞味期限の長い商品を整理すると共に、贈答用パッケージができる出荷者に

限定して、贈答の需要が高いお歳暮から販売することを再

度、提案した。また、注文票やルールづくりについて何度も

検討を繰り返す中で、最終的にＪＡ直売所が運用しやすい

内容に至った。その後も、パワーアップ会議で試行錯誤を

繰り返しながら、運用方法等の改善を検討した。 

一方、いわくに農村女性起業ネットワークでは、ネッ

トワーク会員の商品を詰め合わせるセット販売を検討し

写真 1 出荷希望者研修会 

※１ 岩国地域の農村女性等の起業家が技術研鑚や販売促進、情報交換等を行うネットワーク

（会員：１８経営体、事務局：農業部） 

写真２ ギフトセットマルシェ 

図１ 加工品出荷者の共通課題 



た。しかし、注文に合わせた商品の品揃えや箱資材の準備が難しかったため断念

した。そこで、各会員のセット商品をＰＲ販売する「ギ

フトセットマルシェ」をＪＡ直売所で行い、会員が店頭

で来場者の声を聞くこととし、贈答用商品が手土産とし

て需要があることがわかった（写真２）。 

また、出荷者や販売品目を増やすために、令和３年度

には贈答用商品の価値を高めるセットづくりの研修や、

商品をよりよく見せる撮影方法等について実践を交え

た研修会を実施した（写真３）。 

 

 （３）農産加工グループの経営発展に向けた支援 

   ア JA直売所との意見交換会の開催と経営発展に向けた支援 

加工品出荷者は来場者の需要を掴みづらく、ＪＡ直売所は需要がある商品や 

量、時期、来場者の反応を出荷者へ伝える機会がなかった。 

そのためパワーアップ会議では、出荷量が多い農産加工グループの一つであ 

り、法人化して間もない企業組合Ｋをモデルに、ＪＡ直売所と実施した来場者 

アンケート結果をもとに意見交換を行ったところ、販売拡大のヒントを得る機 

会になり、ＪＡ直売所での販売額を伸ばした。 

そこで、出荷量が多い農産加工グループでＪＡ直売所を活用して販売力を強 

化させたいグループを「意欲ある農産加工品出荷者」として、県事業を合わせ 

て活用して育成することとした。なお、対象者の概要は表１のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

①企業組合Ｋ 

企業組合Ｋは、平成 26年からＪＡ直売所を中心に米粉焼菓子を販売してき 

たが、売れ行きが伸び悩んでいた。 

そこで、令和元年度に行ったＪＡ直売所との意見交換会を参考に、地域産物 

    を活かした季節感のある菓子や贈答向けの日持ちする菓子を計画的に製造す

ることやシールの貼り方、売り場づくり等に取り組む研修会を実施した（写真 

４）。 

また、Ｋでは始めたばかりの弁当をＰＲするために地域産物を活かした弁当 

として、ＪＡ直売所で岸根ぐりや、はなっこりーの販売促進に合わせた地産・  

地消弁当の商品開発と試行販売を行った（写真５）。 

 

 

 

 

 

   

 写真５ 地産・地消弁当の販促 写真４ 商品改善研修会 

表１ 意欲ある農産加工品出荷者の概要 

写真３ 撮影研修会 



②Ｍの里 

Ｍの里は、旧Ｍ町で平成９年から農産加工直売所と食堂を運営しているが、 

地元客数が減少し、販売額も減少していた。また、新規メンバーが入会したが、 

創業当初のメンバーの意向が強く、運営体制の改善を図りにくかった。 

そこで、ＪＡ直売所での販売額を伸ばすために意見交換会を開催した。意見 

交換では、ＪＡ直売所の需要やＭの里の実態に合わせて、他出荷者との競合が 

少ない曜日や時期に出荷を増量することや、需要のあるあん餅やいなり、こん 

にゃくの増量等を促した（写真６）。 

また、このことを参考に、商品開発や経営の進捗管理に必要なことを学ぶ研 

修会等を行った（写真７）。そして、歴代会長の功績に感謝し、地域住民の声を 

聞く場面を作るために周年感謝祭を提案し、実施した（写真８）。  

 

 

 

 

 

 

        

          

 

    ③企業組合Ｙ 

企業組合Ｙは、旧Ｈ村で平成 14年から農産加工直売所を運営してきたが、 

地元客数が減少したため外部への販売を強化する必要があった。また、新規組 

合員や地域おこし協力隊として携わっていた方を雇用したい意向があったた

め企業組合として法人化を支援した。 

ＪＡ直売所との意見交換では、餅や巻き寿司、惣菜の売れ行きや、労働負担

軽減のための日持ちする商品の需要等について話し合いを行った（写真９）。

この事を参考に日持ちする商品を増やすために、ジャム加工の研修や惣菜類の

水分活性や㏗分析の支援を行った（写真 10）。 

また、食材の値上がりに伴う価格の見直しや食品衛生面の改善を図るために

ＪＡ直売所の民間コンサルを活用し、月別収支管理表や原価計算の見直し、加

工作業の際のルールづくり等について話し合った（写真 11）。 

 

 

 

 

 

  

 

 

イ 農産加工グループの連携に向けた意見交換会の開催 

個別の意見交換は行ってきたが、農産加工グループが相互の状況を知り、 

連携して取り組める販売促進に向けた意見交換会を提案し、５つのグループ 

が参集して実施した。 

写真９ 意見交換会 

写真６ 意見交換会 写真８ 周年感謝祭 写真７ 経営研修会 

写真 10 ジャム研修会 写真 11 民間コンサル研修会 



意見交換で出された提案から、相互に共通する品目と行事を結び付けて販 

売促進を行うこととし、「お彼岸フェア」として、おはぎをＰＲすることにな 

った（写真 12）。 

 

３ 普及活動の成果 

（１）新たな加工品出荷者の確保や販売品目の拡大 

加工品の販売金額が約 9,400 万円へ増加し、令和元年度

と比較して約 1.3倍に伸びた（図２）。 

また、加工品出荷者による贈答用商品の仕組みができた 

（写真 13）。販売を始めた当初の贈答用商品は 14品で販 

売額は約７万円だったが、店頭に見本を展示することでＰ 

Ｒにつながった。 

いわくに農村女性起業ネットワークの取組も含めて出荷者が贈答用商品の仕組 

みを理解し、贈答販売を希望する者が増えた。令和３年度からは冷蔵品の取り扱い 

をはじめ、令和５年からは通年販売も始めるようになり、販売金額が当初の 10倍に 

なった（図３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規加工品出荷希望者研修会にはＪＡ直売所開設以降延べ 69名、伝統的な加工技

術の研修会には延べ 42名が参加した。その内、５件が新たに加工品の販売を始めた。

新規の中には漬物の技術を継承して販売を始めた者が２名いる（写真 14）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ JA 直売所の加工品出荷額の概要 図３ 贈答用商品の販売金額の推移 

写真 14 技術継承した者の事例紹介 

写真 12 意見交換会 

写真 13 贈答カタログの一部 



（２）農産加工グループの経営発展に向けた支援 

   ア ＪＡ直売所との意見交換会の開催と経営発展に向けた支援 

    ①企業組合Ｋ 

     焼き菓子商品の改善を図り、贈答向けの商品が 

定番化すると共に、地産・地消弁当で認知度が向上 

して地域内外からの予約注文が増えた。 

令和元年度から売上が 1.3倍伸びて、売上目標 

を達成するとともに、運営体制も整い、法人経営が 

安定して地域の女性が働く場として定着してきた 

（図４）。 

 

②Ｍの里 

主要会員が世代交代して 60代会員が中心の運営体 

制になった。また、無理のない製造を続けるために、 

需要のあるお盆や年末に販売量を拡大し、新たに出荷 

を始めたこんにゃく、かき餅、いなり等で売上が約 1.2 

倍になった。（図５） 

コロナ禍で製造を自粛した時期もあったが、ＪＡ 

直売所の販売金額が伸びたことで、自営店舗の維持 

につながっている。 

 

   ③企業組合Ｙ 

     新規とベテランの組合員による運営体制で製造販 

売量を増やした。特に、若い組合員が理事として、会 

計や配達、商品開発等に携わり、運営を担うことにな 

った。 

     コロナ禍で製造を自粛した時期もあったが、ＪＡ 

直売所の販売金額が伸びたことで、全体の売上が約 

1.3倍になり、直売所の維持につながっている（図 

６）。 

 

  イ 農産加工グループの連携に向けた意見交換会の開催 

意見交換会の提案から「お彼岸フェア」が開催された。其々の会員が出荷する 

曜日ごとに異なるため期間を設け、フェアとしてＰＲを図った。 

Ｍの里は、こし餡のおはぎを 

新たに出荷し、企業組合Ｙは、 

おはぎの種類を増やすと共に、 

恵方巻の時期も含め、季節商 

品は集客の多い開店時間に間 

に合うように持参し、売れ行き 

を伸ばすように努めるように 

なった（写真 15,16）。 

 

 
写真 15,16 お彼岸フェア 

図６販売額の推移 

図４ 販売金額の推移 

図６ 販売金額の推移 

図５ 販売金額の推移 



４ 今後の普及活動に向けて 

   ＪＡ直売所の加工品販売額は伸びてきたが、今後も高齢等による出荷者の減少が 

見込まれる。引き続き、これまで培ってきたノウハウを活かして新規加工品出荷者 

の確保や育成が必要である。 

   また、出荷量が多い農産加工グループの中には、高齢で同規模の経営維持が厳し

くなるため方向性を検討したい意向の経営体がある。今後は、数年先の見通しを考

え、最適な形で経営を継続するための支援が必要である。 

一方、家族や第三者からの農産加工技術の継承や、子育てが落ち着いたので農産

加工販売を始めた者がいる。新たな対象者の把握に努めながら、ＪＡ直売所を起点

に地域の食文化を継承し、発信できる農産加工品出荷者を増やし、育成していく。 


